
ズ
ー
ム
ア
ッ
プ
経
済
統
計

日
本
政
策
金
融
公
庫
（
国
民
生
活
事

業
お
よ
び
中
小
企
業
事
業
）
と
商
工
組

合
中
央
金
庫
（
以
下
、
商
工
中
金
）
は
、

中
小
企
業
向
け
融
資
を
行
う
政
府
系
金

融
機
関
で
あ
る
。
両
者
の
融
資
残
高
は

２
０
１
６
年
度
末
で
合
計
21
兆
円
と
な

っ
て
お
り
、
民
間
金
融
機
関
も
含
め
た

中
小
企
業
向
け
融
資
全
体
の
８
％
を
占

め
る
（
図
表
）。
こ
の
ほ
か
、
中
小
企

業
向
け
の
公
的
な
金
融
支
援
策
と
し
て
、

民
間
金
融
機
関
の
貸
出
に
債
務
保
証
を

付
与
す
る
信
用
保
証
制
度
も
存
在
す
る
。

保
証
債
務
残
高
は
16
年
度
末
時
点
で
24

兆
円
で
あ
り
、
民
間
金
融
機
関
の
中
小

企
業
向
け
融
資
の
10
％
を
占
め
る
。

こ
の
よ
う
に
、
中
小
企
業
向
け
の
公

的
な
金
融
支
援
策
は
一
定
の
存
在
感
を

示
し
て
い
る
。
し
か
し
、
い
ず
れ
も
利

用
は
減
少
傾
向
に
あ
る
よ
う
だ
。
政
府

系
金
融
機
関
の
融
資
残
高
は
10
年
前
と

比
べ
て
８
％
減
少
し
た
。
保
証
債
務
残

高
は
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
に
大
き
く

増
加
し
た
も
の
の
、
そ
の
後
減
少
が
続

き
、
10
年
前
と
比
べ
て
18
％
も
減
少
し

て
い
る
。

政
府
系
金
融
機
関
の
融
資
残
高
や
、

信
用
保
証
制
度
の
保
証
債
務
残
高
が
減

少
し
た
背
景
に
は
、
中
小
企
業
を
と
り

ま
く
環
境
の
変
化
が
あ
る
。
政
府
系
金

融
機
関
や
信
用
保
証
制
度
の
役
割
は
、

民
間
だ
け
で
は
リ
ス
ク
を
負
い
き
れ
な

い
分
野
を
補
完
し
、
中
小
企
業
の
円
滑

な
資
金
繰
り
を
支
え
る
こ
と
で
あ
る
。

中
小
企
業
向
け
の
公
的
な
金
融
支
援
策

は
、
戦
後
の
高
度
成
長
期
に
お
け
る
民

間
資
金
の
不
足
解
消
を
主
目
的
に
ス
タ

ー
ト
し
た
。
し
か
し
、

現
在
は
銀
行
の
預
貸
率

の
低
下
に
見
ら
れ
る
と

お
り
、
民
間
資
金
が
不

足
し
て
い
る
状
況
で
は

な
い
。
い
わ
ゆ
る
正
常

先
融
資
に
つ
い
て
は
、

民
間
で
も
過
当
競
争
状

態
に
あ
る
と
言
わ
れ
て

お
り
、
政
府
系
金
融
機

関
と
民
間
金
融
機
関
と

の
競
合
（
民
業
圧
迫
）

を
指
摘
す
る
声
も
絶
え

な
い
。

16
年
11
月
の
商
工
中

金
の
不
正
行
為
発
覚
を

受
け
、
17
年
11
月
に
設

置
さ
れ
た
「
商
工
中
金

の
在
り
方
検
討
会
」
は
、
不
正
行
為
の

背
景
と
し
て
「
地
域
金
融
の
マ
ー
ケ
ッ

ト
が
飽
和
状
態
に
あ
る
中
で
、
従
前
か

ら
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
に
限
界
が
生
じ

て
い
た
」
と
指
摘
し
た
。
今
後
の
商
工

中
金
は
地
域
金
融
機
関
と
連
携
・
協
業

し
な
が
ら
、
事
業
性
評
価
や
事
業
承
継

等
を
含
め
た
「
課
題
解
決
型
提
案
」、

き
め
細
か
な
「
経
営
改
善
支
援
」、
事

業
再
生
や
資
本
性
ロ
ー
ン
等
の
「
メ
ザ

ニ
ン
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
」、「
Ｍ
＆
Ａ
」
等

に
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
と
提
言
し
た
。

ま
た
、
不
正
行
為
が
行
わ
れ
た
危
機
対

応
業
務
に
つ
い
て
も
「
真
の
危
機
時
に

お
け
る
流
動
性
供
給
」
に
絞
り
込
み
、

抜
本
的
な
見
直
し
を
実
施
す
る
こ
と
が

示
さ
れ
た
。

現
在
、
民
間
金
融
機
関
が
対
応
で
き

て
い
な
い
分
野
も
、
将
来
的
に
民
間
が

対
応
で
き
る
よ
う
に
な
れ
ば
、
公
的
な

金
融
支
援
の
必
要
性
は
低
下
し
て
い
く

こ
と
に
な
る
。
時
代
の
変
化
と
と
も
に
、

中
小
企
業
が
必
要
と
す
る
公
的
な
金
融

支
援
策
も
変
化
す
る
と
言
え
よ
う
。

時
代
と
と
も
に
変
化
す
る

中
小
企
業
向
け
の
公
的
な
金
融
支
援
策

（
全
国
信
用
保
証
協
会
連
合
会
「
信
用
保
証
実
績
の
推
移
」
ほ
か
）

大
和
総
研 
金
融
調
査
部

主
任
研
究
員

太
田 

珠
美

（注） 　「政府系金融機関等合計」は商工組合中央金庫と日本政策金融公庫
（国民生活事業および中小企業事業）の合計。

（出所） 　全国信用保証協会連合会、中小企業庁、商工組合中央金庫、日
本政策金融公庫から大和総研作成。

〔図表〕 中小企業向けの公的な金融支援策実績
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